
第１２号議案 

芦屋市手数料条例及び芦屋市斜面地建築物の制限に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について 

 芦屋市手数料条例及び芦屋市斜面地建築物の制限に関する条例の一部を改正する条

例を別紙のように定める。 

   令和５年２月１４日提出 

芦屋市長 伊 藤  舞    

提案理由 

脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律

等の一部を改正する法律による建築基準法の一部改正に伴い、再生可能エネルギー源の

利用に資する設備を設置する場合における建築物の高さの制限に係る許可申請手数料

を定める等のため、この条例を制定しようとするもの。
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芦屋市条例第  号

芦屋市手数料条例及び芦屋市斜面地建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例

 （芦屋市手数料条例の一部改正）

第１条 芦屋市手数料条例（平成１２年芦屋市条例第８号）の一部を次のように改正する。

 次の表中下線又は太枠の表示部分（以下改正前の欄にあっては「改正前部分」と、改正後の欄にあっては「改正後部分」と

いう。）については、次のとおりとする。

 (1) 改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。 

 (2) 改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。 

 (3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

１ 総務関係・２ 民生関係 １ 総務関係・２ 民生関係 

（略） （略） 

３ 建設関係 ３ 建設関係 

(1) 租税特別措置法関係 (1) 租税特別措置法関係 

（略） （略） 

(2) 建築基準法関係 (2) 建築基準法関係 

番号 事務 名称 金額 

1～21 （略） 

21-2 建築基準法第52条第

6項第3号の規定に基

づく建築物の容積率

に関する特例の認定

の申請に対する審査

建築物の容積率の特例認

定申請手数料 

1件につき 

27,000円 

番号 事務 名称 金額 

1～21 （略） 
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改正後 改正前 

22～26 （略） 

27 建築基準法第55条第

3項又は第4項各号の

規定に基づく建築物

の高さの許可の申請

に対する審査 

建築物の高さの許可申請

手数料 

1件につき 

160,000円 

28～32 （略） 

32-2 建築基準法第58条第

2項の規定に基づく

高度地区内における

建築物の高さに関す

る特例の許可の申請

に対する審査 

高度地区内における建築

物の高さの特例許可申請

手数料 

1件につき 

160,000円 

33～69 （略） 

22～26 （略） 

27 建築基準法第55条第

3項各号の規定に基

づく建築物の高さの

許可の申請に対する

審査 

建築物の高さの許可申請

手数料 

1件につき 

160,000円 

28～32 （略） 

33～69 （略） 

(3) 屋外広告物関係 ～ (9) 建築物のエネルギー消費性

能の向上に関する法律関係 

(3) 屋外広告物関係 ～ (9) 建築物のエネルギー消費性

能の向上に関する法律関係 

（略） （略） 

４ 消防関係・５ その他共通関係 ４ 消防関係・５ その他共通関係 

（略） （略） 

 （芦屋市斜面地建築物の制限に関する条例の一部改正）

第２条 芦屋市斜面地建築物の制限に関する条例（平成１８年芦屋市条例第１７号）の一部を次のように改正する。

 次の表中下線又は太枠の表示部分（以下改正前の欄にあっては「改正前部分」と、改正後の欄にあっては「改正後部分」と

いう。）については、次のとおりとする。

 (1) 改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。 

 (2) 改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。 

12-3



 (3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（斜面地建築物の構造の制限） 

第４条 （略） 

２ （略） 

３ 第１項の規定は，次の各号のいずれかに該当する斜面地建築物

については，適用しない。 

(1) 法第５５条第４項，法第５９条の２第１項，法第８６条第３

項若しくは第４項又は法第８６条の２第２項若しくは第３項

の規定による許可を受けたもの 

(2) （略） 

４ （略） 

（斜面地建築物の構造の制限） 

第４条 （略） 

２ （略） 

３ 第１項の規定は，次の各号のいずれかに該当する斜面地建築物

については，適用しない。 

(1) 法第５５条第３項，法第５９条の２第１項，法第８６条第３

項若しくは第４項又は法第８６条の２第２項若しくは第３項

の規定による許可を受けたもの 

(2) （略） 

４ （略） 

附 則

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。
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 参 照  

芦屋市手数料条例及び芦屋市斜面地建築物の制限に関する条例の一部改正要綱 

１ 改正の趣旨 

 脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法

律等の一部を改正する法律による建築基準法の一部改正に伴い、再生可能エネルギ

ー源の利用に資する設備を設置する場合における建築物の高さの制限に係る許可申

請手数料を定める等のため、この条例を制定しようとするもの。

２ 改正の内容 

(1) 芦屋市手数料条例の一部改正（第１条関係） 

ア  住宅及び老人ホーム等に設ける給湯設備の機械室等の容積率不算入に係る認

定制度が創設されたことに伴い、その認定申請手数料を、１件につき２７，０

００円と定める。（別表３建設関係(2)の表 番号２１－２） 

イ 第一種低層住居専用地域等や高度地区における建築物の高さ制限について、

屋根の断熱改修や屋上への省エネ設備の設置といった屋外に面する部分の省エ

ネ改修工事により高さ制限を超えることがやむを得ない建築物に対する許可制

度が創設されたことに伴い、その許可申請手数料を、１件につき１６０，００

０円と定める。（別表３建設関係(2)の表 番号２７及び３２－２） 

(2) 芦屋市斜面地建築物の制限に関する条例の一部改正（第２条関係） 

建築基準法の一部改正に伴う同法の引用条項の整理（第４条） 

３ 施行期日 

令和５年４月１日 
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第１２号議案説明資料

建築基準法の改正について 

【法改正の概要】 
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